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常
任
委
員
会
審
査

専
決
処
分
の
報
告
及
び
そ
の
承
認

に
つ
い
て

質　

疑　

将
来
の
南
相
馬
市
の
企

業
誘
致
の
こ
と
も
あ
り
、
市
長
の

決
意
を
聞
く
。

答　

弁　

今
回
専
決
処
分
の
経
緯

に
つ
い
て
は
、
当
初
か
ら
立
地
協

定
を
結
ん
だ
企
業
で
あ
り
、
市
と

し
て
は
雇
用
環
境
を
作
り
出
し
て

い
き
た
い
。
協
定
に
書
か
れ
て
い

る
よ
う
に
、
市
は
信
義
則
を
し
っ

か
り
と
守
る
と
同
時
に
会
社
に
つ

い
て
も
同
じ
よ
う
に
守
っ
て
い
た

だ
く
。
こ
の
工
業
団
地
整
備
も
、

今
後
、
南
相
馬
市
の
復
興
計
画
に

基
づ
く
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

基
地
の
一
つ
と
し
て
の
産
業
だ
と

位
置
づ
け
て
お
り
、
土
地
売
買
代

金
が
滞
っ
て
い
る
こ
と
は
残
念
だ

が
、
会
社
の
事
情
に
せ
よ
、
市
と

し
て
は
協
定
に
基
づ
き
、
督
促
は

督
促
と
し
て
請
求
し
た
い
。

質　

疑　

避
難
先
で
の
仕
事
を
や

め
て
、
企
業
と
契
約
を
し
て
内
定

し
た
市
民
な
ど
に
対
す
る
責
任
は
。

答　

弁　

市
民
が
不
安
を
抱
く
よ

う
な
こ
と
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い

し
、
会
社
と
し
て
の
対
応
は
半
年

間
延
長
と
い
う
措
置
だ
が
、
そ
の

不
安
に
よ
っ
て
彼
ら
の
将
来
に
傷

が
つ
く
こ
と
の
無
い
よ
う
、
相
談

窓
口
を
設
置
し
対
応
を
し
て
い
き

た
い
。

質　

疑　

市
の
誘
致
企
業
で
あ
っ

て
、
52
名
内
定
し
て
い
る
が
、
そ

の
相
談
窓
口
を
市
に
置
か
な
い
の

か
。

答　

弁　

ふ
く
し
ま
就
職
応
援
セ

ン
タ
ー
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
及
び
相

双
地
域
雇
用
創
造
推
進
協
議
会
の

中
に
、
市
も
参
画
し
て
状
況
を
共

有
し
な
が
ら
連
携
し
て
、
事
に
当

た
る
体
制
を
既
に
作
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
市
に
窓
口
を
設
置
す
る

こ
と
も
前
向
き
に
検
討
し
た
い
。

質　

疑　

今
回
の
繰
り
上
げ
充
用

の
約
３
億
３
千
万
円
に
つ
い
て
、

市
は
納
入
期
限
を
い
つ
と
し
、
企

業
は
い
つ
ま
で
に
納
入
で
き
る
と

言
っ
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

県
の
補
助
金
の
判
断
に

つ
い
て
は
、
市
か
ら
言
及
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
が
、
企
業
で
は
、

こ
れ
ま
で
公
的
な
銀
行
１
社
と
融

資
に
関
し
て
進
め
て
い
た
が
、
新

た
に
民
間
企
業
、
民
間
の
銀
行
も

含
め
融
資
の
話
を
今
進
め
て
い

る
。
建
設
業
や
設
備
を
納
入
す
る

企
業
、
銀
行
、
ジ
ー
・
エ
ム
・
ジ
ー

が
一
体
と
な
っ
て
、
ど
う
い
う
形

で
こ
の
工
場
を
立
地
す
る
か
と
い

う
こ
と
で
話
を
進
め
て
い
る
。

審
査
の
結
果
、原
案
の
通
り
可
決
。

平
成
25
年
度
南
相
馬
市
一
般
会
計

補
正
予
算
に
つ
い
て

質　

疑　

海
岸
防
災
林
造
成
事
業

に
つ
い
て
、
海
岸
防
災
林
の
高
さ

は
、
当
初
10
ｍ
と
い
う
話
で
あ
っ

た
。
説
明
に
よ
る
と
そ
れ
よ
り
下

が
っ
て
い
る
が
、10
ｍ
の
考
え
は
。

答　

弁　

使
用
す
る
災
害
ガ
レ
キ

量
な
ど
を
算
定
し
、
ど
れ
く
ら
い

の
高
さ
に
で
き
る
か
を
掴
み
た
い
。

　

市
が
検
討
し
て
い
る
一
部
高
盛

土
に
つ
い
て
は
、
現
在
は
、
災
害

ガ
レ
キ
量
の
試
算
か
ら
海
抜
6.0
ｍ

程
度
の
高
さ
を
想
定
し
て
い
る

が
、
発
生
す
る
災
害
ガ
レ
キ
量
を

詳
細
に
精
査
し
、
高
さ
の
検
討
を

し
て
い
く
。
ま
た
、
福
島
県
の
防

災
林
事
業
の
中
で
、
さ
ら
に
嵩
上

げ
を
し
て
い
く
こ
と
で
、
今
県
と

協
議
を
進
め
て
い
る
。

質　

疑　

県
は
、
い
つ
ご
ろ
海
岸

防
災
林
の
林
帯
幅
を
決
定
す
る
見

込
み
な
の
か
。

答　

弁　

秋
ご
ろ
に
は
、
福
島
県

に
よ
る
説
明
会
等
の
開
催
を
考
え

て
お
り
、
説
明
会
以
降
用
地
の
買

収
に
入
る
の
で
、
な
る
べ
く
早
い

時
期
に
お
願
い
す
る
。

質　

疑　

維
持
管
理
や
、
耐
用
年

数
、
あ
る
い
は
市
と
県
の
負
担
割

合
に
つ
い
て
も
視
野
に
入
れ
て
試

算
し
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

福
島
県
の
考
え
方
で

は
、
防
災
林
の
整
備
後
、
南
相
馬

市
に
移
管
を
す
る
と
い
う
予
定
だ

が
、
現
実
的
な
問
題
を
い
う
と
、

幅
200
ｍ
、
延
長
13
・
９
㎞
に
及
ぶ

防
災
林
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
生
育

す
る
ま
で
に
は
相
当
の
時
間
が
か

か
る
た
め
、
一
定
程
度
福
島
県

に
対
し
て
費
用
負
担
を
求
め
て
い

く
。

質　

疑　

園
芸
産
地
復
興
支
援
対

策
事
業
補
助
金
に
つ
い
て
、
今
後

の
事
業
展
開
、
年
次
計
画
な
ど
の

見
通
し
と
、
雇
用
も
含
め
た
推
移

は
。

答　

弁　

原
町
区
で
３
件
の
事
業

が
上
が
っ
て
お
り
、
常
時
雇
用
に

つ
い
て
は
今
の
と
こ
ろ
考
え
て
い

な
い
が
、
収
穫
時
期
等
の
臨
時
雇

用
に
つ
い
て
、
整
備
事
業
を
進
め

る
中
で
増
や
し
て
い
き
た
い
。
ト

マ
ト
の
簡
易
養
液
栽
培
は
、
４
名

ほ
ど
の
臨
時
雇
用
を
見
込
ん
で
い

る
。
鹿
島
区
の
１
認
定
農
業
者
に

つ
い
て
は
、
最
大
４
人
く
ら
い
の

常
時
雇
用
を
す
る
見
込
み
。
別
の

認
定
農
業
者
は
、
最
大
目
標
20
人

と
い
う
臨
時
雇
用
も
あ
り
、
各
々

の
生
産
体
系
を
確
立
し
て
い
く
。

質　

疑　
（
仮
称
）
西
川
原
災
害

公
営
住
宅
整
備
事
業
に
つ
い
て
、

面
積
及
び
土
量
と
、
ま
た
土
は
ど

こ
か
ら
持
っ
て
く
る
の
か
。

答　

弁　

土
は
市
内
の
掘
削
場

か
ら
持
っ
て
き
て
お
り
、
面
積
は

９
千
220
㎡
、
土
量
は
、
盛
土
材
の

土
量
と
し
て
約
２
万
２
千
500
㎥
で
、

不
良
土
の
掘
削
土
量
は
約
２
千
700

㎥
で
あ
る
。

質　

疑　

今
回
の
増
額
の
部
分

で
、
骨
材
が
８
％
ア
ッ
プ
と
の
報

告
だ
が
、
人
件
費
の
部
分
は
ど
の

程
度
上
昇
し
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

人
件
費
で
は
、
普
通

作
業
員
で
１
万
１
千
700
円
か
ら

１
万
５
千
円
で
３
千
300
円
の
上

昇
、
28
・
２
％
の
伸
び
。
軽
作
業

員
は
１
万
100
円
か
ら
１
万
２
千
900

円
で
、
２
千
800
円
の
上
昇
、
27
・

７
％
の
伸
び
率
で
あ
る
。

審
査
の
結
果
、原
案
の
通
り
可
決
。

建
設
経
済
常
任
委
員
会

建
設
経
済
常
任
委
員
会

災害公営住宅（イメージ）
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特
別
委
員
会
審
査
報
告

東
日
本
大
震
災
及
び
原
発
事
故

東
日
本
大
震
災
及
び
原
発
事
故

対
策
調
査
特
別
委
員
会

対
策
調
査
特
別
委
員
会

　

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
南
相
馬

市
内
で
発
生
し
た
災
害
廃
棄
物

は
、
約
52
万
t
と
膨
大
な
量
に
な

り
ま
す
。
放
射
性
物
質
汚
染
対
策

特
措
法
に
基
づ
き
、
旧
警
戒
区
域

内
で
発
生
し
た
災
害
廃
棄
物
の
処

理
は
国
が
実
施
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
区
域
外
は
市
が
実
施
す
る

が
、
早
期
処
理
の
た
め
可
燃
物
は

国
に
代
行
処
理
を
要
請
し
、
国
が

設
置
す
る
仮
設
焼
却
炉
で
焼
却
処

分
を
予
定
し
て
い
る
。

　

仮
設
処
理
施
設
で
は
、
市
内
発

生
の
廃
棄
物
を
対
象
に
破
砕
、
選

別
、
混
合
、
焼
却
の
中
間
処
理
を

行
い
、
焼
却
灰
は
当
面
場
内
保
管

し
、
そ
の
後
中
間
貯
蔵
施
設
ま
た

は
管
理
型
処
分
場
へ
搬
出
す
る
計

画
で
あ
る
。
現
在
施
設
建
設
に
向

け
て
予
定
地
（
小
高
区
蛯
沢
地
区

大
日
本
印
刷
㈱
か
ら
寄
贈
さ
れ
た

工
場
敷
地
）
周
辺
住
民
の
皆
さ
ん

と
協
議
を
進
め
て
い
る
。

　

一
方
、
相
馬
市
で
、
す
で
に
同

様
の
施
設
を
設
置
し
稼
働
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
現
地
調
査
を
実
施

し
ま
し
た
の
で
報
告
し
ま
す
。

　

中
間
処
理
施
設
は
、
相
馬
共
同

火
力
発
電
所
に
隣
接
す
る
約
15
■

の
敷
地
に
破
砕
機
、
選
別
機
等
が

設
置
さ
れ
、
一
時
仮
置
き
及
び

バ
ッ
ク
ホ
ー
、
ダ
ン
プ
な
ど
の
作

業
ス
ペ
ー
ス
が
広
く
確
保
さ
れ
て

い
る
。

　

ト
ラ
ッ
ク
で
運
び
込
ま
れ
た
未

選
別
の
混
合
廃
棄
物
は
、
敷
地
中

央
に
山
積
み
さ
れ
大
型
の
つ
か
み

バ
ッ
ク
ホ
ー
で
品
目
別
に
粗
選
別

さ
れ
ま
す
。
こ
の
時
、
思
い
出
の

品
や
家
電
等
は
手
選
別
で
取
り
除

か
れ
ま
す
。

　

木
く
ず
・
畳
く
ず
・
漁
網
等
の

可
燃
物
は
、
次
の
工
程
で
破
砕
機

に
か
け
そ
れ
ぞ
れ
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー

ド
に
一
時
保
管
さ
れ
ま
す
。

　

土
砂
類
は
、
二
次
選
別
工
程
で

土
砂
選
別
機
、
磁
力
選
別
機
及
び

手
作
業
に
よ
り
土
砂
、
コ
ン
ク

リ
ー
ト
ガ
ラ
、瓦
れ
き
類
に
分
別
、

一
時
保
管
さ
れ
ま
す
。

　

事
業
計
画
で
は
、
業
務
の
委
託

期
間
は
平
成
23
年
７
月
か
ら
25
年

９
月
ま
で
の
２
ヶ
年
余
を
予
定
し

て
お
り
、
設
計
処
理
量
22
万
t
に

対
す
る
処
理
出
来
高
は
16
万
t
、

73
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

中
間
処
理
施
設
に
隣
接
す
る
約

2.3
■
の
敷
地
に
３
基
の
仮
設
焼
却

炉
、
飛
灰
管
理
棟
、
焼
却
灰
管
理

棟
、管
理
棟
、受
入
れ
ヤ
ー
ド
（
広

場
）
が
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。
相

馬
市
、
新
地
町
の
災
害
可
燃
廃
棄

物
の
専
用
焼
却
炉
と
し
て
、
建
設

着
工
は
平
成
24
年
７
月
、
25
年
２

月
か
ら
焼
却
開
始
、
26
年
３
月
ま

で
に
完
了
す
る
予
定
で
す
。

　

階
段
式
は
炉
内
の
燃
焼
時
間
を
十

分
確
保
で
き
て
安
定
的
燃
焼
が
可

能
。
回
転
式
は
ご
み
の
撹
拌
性
が
高

く
水
分
を
多
く
含
む
木
く
ず
も
焼
却

可
能
な
こ
と
か
ら
、
二
種
の
組
合
せ

に
よ
り
雑
多
な
災
害
可
燃
物
に
対
応

可
能
と
い
う
こ
と
で
す
。

国代行仮設焼却炉の視察（相馬市）

中
間
貯
蔵
施
設

ha

仮

設

焼

却

炉

ha

国・東電に要求書提出（７月７日　市民説明会にて）

１．原発事故の早期収束及び福島第一・第二原子力発電所をすべて廃炉とす
ること。

２．原子力災害を起因とする被災者の生活再建は原
子力を推進してきた国及び原子力災害の原因者で
ある東京電力㈱の重大な責務であり、次の項目に
ついて被害の実態に見合った迅速かつ十分な損害
賠償を、完全に実施すること。

（１）精神的損害について
　①　賠償期間は、市内全域の除染が完了し、市民が安心して生活のできる

環境が整うまでの間とすること。
　②　３０㎞圏外と旧緊急時避難準備区域の賠償について、差が生じないよ

うに同様の取り扱いとすること。
（２）営業損害、就労不能損害について
　営業損害及び就労不能損害について、解除期間とは区別し、生活再建に十
分な期間を補償すること。

（３）土地、建物及び家財の賠償について
　①　避難指示の早期解除や住民自らが再建へ前向きになれるように、避難

指示期間と賠償金割合を切り離して実質的かつ合理的な考えのもと、全
損扱いとし全額賠償すること。

　　　また、家財の賠償についても、居住制限区域・避難指示解除準備区域は、
帰還困難区域と賠償基準の考えが異なっていることから、すべての区域
において平等になるよう帰還困難区域と同じ基準にすること。

　②　特定避難勧奨地域（特定避難勧奨地点及び特定避難勧奨地点周辺地域）
の被災住民のほとんどは、放射性物質への不安から避難生活をしており、
土地、建物の管理ができない状況にある。このことから、特定避難勧奨
地域の被災者の土地、建物及び家財の賠償については、旧警戒区域と同
様の取り扱いをすること。

　③　旧緊急時避難準備区域及び３０㎞圏外については、住宅等の補修・清
掃費用として３０万円が一律的な賠償基準になっているが、土地・建物・
家財の価値は原子力災害によって下がっているため、資産価値の減少分
について賠償すること。

（４）地域コミュニティに対する賠償について
　　原子力災害による避難によって地域コミュニティが崩壊し、これまで築
き上げてきた消防団活動、婦人会活動、お祭りなどの地域活動ができなく
なり、再生が不可能なものも出ている。長年に渡って活動してきたこれら
の地域活動は地域の財産であり、地域コミュニティの再生に必要な賠償を
行うこと。

（５）消滅時効への対応について
　　被害者が賠償請求の機会を失うことのないよう、東京電力に対し、未請
求者の掘り起こしや周知活動を徹底させることはもとより、将来にわたり
消滅時効を主張しないことを具体的かつ明確に示すよう指導するととも
に、国においても、法制度の更なる見直しを含め対応すること。

（６）損害賠償金の課税の対象外について
　　損害賠償金については、所得税・住民税等の課税の対象外とすること。


